【様式１】
令和６年　　月　　日

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実のための
指導の手引き開発事業に関する事業計画書
＜申請団体の概要＞
	申請機関・団体名
	

	（ふりがな）
代表者役職・氏名
	

	所在地
	〒


＜責任者及び事務担当者＞

	氏　名
	職　名
	連絡先（電話番号、FAX番号、E-mail）

	（責任者）
	
	

	（事務担当者）
	
	


※　責任者については、本委託事業に係る経理責任者を記載すること。（必ず記入すること。）
※　事務担当者は、本委託事業の窓口となる者を記載すること。（必ず記入すること。）
＜事業の内容等＞
１．事業の実施体制
	※　本事業の実施に必要な人員・組織体制及び連携体制、業務管理を適切に遂行できる体制を記載す
る。文章だけでなく、図を貼り付ける方法で記載しても差し支えない。


※　必要に応じ、参考資料を添付すること。参考資料は、PowerPointなど任意の様式で可。
（その場合は、欄内に参考資料が添付されていることを記載すること。）
２．事業実績
	※　本事業を実施するに当たり、実績として提示できる事業、資料があれば記載する。（官公庁における委託事業等に関する情報や過去の成果物など。）


※　必要に応じ、参考資料を添付すること。参考資料は、PowerPointなど任意の様式で可。
（その場合は、欄内に参考資料が添付されていることを記載すること。）
３．事業の実施計画と実施方法
	※　手引きの作成に関する内容・方法・スケジュール等について、イメージが分かるよう具体的に記載する。その際、公募要領３（２）④企画提案に当たってのポイント　に示した事項を可能な限り盛り込むこと。ページ数が不足する場合は追加しても差し支えない。


※　必要に応じ、参考資料を添付すること。参考資料は、PowerPointなど任意の様式で可。
（その場合は、欄内に参考資料が添付されていることを記載すること。）
＜委託業務経費＞
１．経費予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　　別
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	人件費

	人件費

	○○円
	（例）非常勤職員　
○人×○時間×○日×○○円＝○○円

	事
業
費

	諸謝金

	○○円
	（例）○○協力者会議（会議出席謝金）

○人×○回×○○円＝○○円

	
	旅費

	○○円
	（例）委員出席旅費　　　○人×○回×○○円＝○○円
宿泊費・日当　　　○人×○回×○○円＝○○円

	
	借損料

	○○円
	（例）会場借料

　　　　　　　　　　　○時間×○回×○○円＝○○円

	
	消耗品費

	○○円
	（例）コピー用紙代

　　　　　　　　　　　　　　○○箱×○○円＝○○円

	
	会議費

	○○円
	（例）○○協力者会議（茶代）

　　　　　　　　　　　○○人×○回×○○円＝○○円

	
	通信運搬費

	○○円
	（例）○○協力者会議（会議開催通知郵送料）

　　　　　　　　　　　　○人×○回×○○円＝○○円

○○協力者会議（報告書等原稿郵送料）
○人×○回×○○円＝○○円

	
	雑役務費

	○○円
	（例）報告書印刷費

　　　　　　　　　　　　　　　○○部×○○円＝○○円

	
	消費税相当額

	○○円
	不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×消費税率

	
	
	○○円
	インボイス影響額（経過措置の適用：無）


	
	
	○○円
	インボイス影響額（経過措置の適用：有）


	一般管理費

	一般管理費

	○○円
	（例）上記経費○○円×○％＝○○円


	再委託費

	再委託費

	○○円
	

	合　計
	○○円
	


　
※　記述に当たっては，別添の「各経費項目についての留意事項」に従うこと。
※　積算内訳は単価及び数量を明らかにすること。
※　消費税相当額は原則課税事業者のみ計上されるものである。
※　再委託費の内訳についても，上記経費区分に準じ経費ごとに作成の上，添付すること（別添を参照。該当がある場合は、再委託先ごとに作成すること）。
※　各経費項目の積算根拠については補足資料を添付すること。
※　免税事業者との取引が想定される等、インボイス影響額についても可能な範囲で計上すること。
＜再委託＞※該当がなければ提出不要
１．再委託先について
	（ふりがな）
名称・氏名
	

	所在地
	〒


２．再委託を行う業務の範囲

	


３．再委託の必要性

	


４．再委託費の内訳
	費　目
	種　　別
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	


※　記述に当たっては，別添の「各経費項目についての留意事項」に従うこと。
※　積算内訳は単価及び数量を明らかにすること。
※　消費税相当額は原則課税事業者のみ計上されるものである。
※　各経費項目の積算根拠については可能な範囲で補足資料を添付すること。
※　免税事業者との取引が想定される等、インボイス影響額についても可能な範囲で計上すること。
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